
地域間幹線バス路線確保維持費補助金交付要綱 

 

平成24年２月16日 23交第 94号 

改正 平成26年２月14日 25交第103号 

改正 平成27年５月14日 27交第 20号 

改正 平成29年７月11日 29交第 39号 

改正 平成30年３月16日 29交第 86号 

改正 令和２年６月４日 ２交第 38号 

改正 令和３年３月１日 ２交第172号 

改正 令和４年２月28日 ３交第210号 

 

      

（趣旨） 

この要綱は、県内のバス路線の運行を確保維持するため、乗合バス事業者が行う地域間幹線バ

ス路線の運行維持事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、補

助金等交付規則（昭和34年長野県規則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

 

第１章 共通事項 

 

（定義） 

第１条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）乗合バス事業者 道路運送法（昭和26年法律第183号）第３条第１号のイに定める一般乗合

旅客自動車運送事業（以下「乗合バス事業」という。）を経営する者をいう。 

（２）県協議会 長野県公共交通活性化協議会設置要綱（平成 13 年９月 19 日付け 13 交第 28

号長野県企画局長通知）に基づき、地域における地域間幹線バス路線の確保・維持・改善のた

め、県が主体となり、国、県、市町村及び関係事業者等の構成員によって設置される長野県公

共交通活性化協議会をいう。 

（３）市町村協議会 地域公共交通の確保維持改善のため、市町村が主体となり、市町村、関係

事業者等の構成員によって設置される協議会をいう。 

（４）長野県地域間幹線系統確保維持計画 「地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱」

（平成23年３月30日付け国総計第97号、国鉄財第368号、国鉄業第102号、国自旅第240号、国海

内第149号及び国空環第103号。以下「国要綱」という。）第２条第１項第１号に基づく生活交

通確保維持改善計画のうち、同要綱第８条の規定により県協議会が策定するもの（以下「県計

画」という。）をいう。 

 

第２章 地域間幹線系統確保維持費補助金 

 

（補助対象事業者） 

第２条 補助対象事業者は、県計画に運送予定者として記載されている乗合バス事業者とする。 

 

（補助対象期間） 



第３条 補助対象事業の補助対象期間は、補助金の交付を受けようとする会計年度の９月30日を

末日とする１年間とする。 

 

（補助対象事業の基準） 

第４条 補助対象事業は、次の各号に掲げる基準に適合するものとする。 

（１）補助対象系統は、別表１に定める要件に適合する系統（以下「地域間幹線系統」という。）

とする。 

（２）補助対象経費の額は、別表２に定めるところにより算定するものとする。 

 

（県計画の策定） 

第５条 県協議会は、乗合バス事業者から提出された次の事項を記載した地域間幹線系統別確保

維持計画（以下「系統別計画」という。）を集約し、地域住民の生活のために確保・維持が必

要と認められる地域間幹線系統であるか協議の上、県計画を策定するものとする。 

（１）地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

（２）地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・効果 

（３）前号の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

（４）地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者 

（５）地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

（６）別表１の補助事業の基準ニに基づき、市町村協議会が、平日１日当たりの運行回数が３回

以上で足りると認めた系統の概要 

（７）別表１の補助事業の基準ハに基づき、市町村協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる

生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

（８）地域間幹線系統の運行に係る市町村協議会における協議の状況 

（９）地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組を行う場合にあっては、当該取組内

容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及びその他特記事項 

 

２ 乗合バス事業者は系統別計画を、毎年、補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の

５月31日までに県協議会に提出するものとする。 

３ 乗合バス事業者は、前項の系統別計画を提出するときは、次に掲げる書類（当該書類に記載

すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）を添付するものとする。 

（１）補助金の交付を受けようとする会計年度の前々年度に係る旅客自動車運送事業等報告規則

（昭和39年運輸省令第21号）第２条第２項の事業報告書及びこれに関連する必要な事項を記載

した書類 

（２）補助金の交付を受けようとする会計年度の前々年度に係る運行系統別輸送実績及び平均乗

車密度算定表（国要綱様式第１－５。補助対象系統に係るものに限る。） 

 

（県計画の変更） 

第６条 乗合バス事業者は、県協議会に提出した系統別計画を変更しようとするときは、前条第

１項各号の内容を記載した地域間幹線系統別確保維持計画変更計画を当該変更を行う30日前ま

でに県協議会に提出するものとする。 

２ 県協議会は、乗合バス事業者から提出された変更計画を協議の上、県計画を変更する。 



３ 前条第３項の規定は、本条において準用する。 

 

（交付の申請） 

第７条 規則第３条に規定する申請書及び関係書類並びにこれらの書類の提出する期限は、別表

５の第２欄に定めるとおりする。 

 

（補助金の上限額） 

第８条 補助金の交付額は、予算の範囲内において、補助対象経費の２分の１に相当する額で、

かつ、国要綱に基づき国が交付する補助金の額を限度とする。 

 

（補助金交付の条件） 

第９条 補助金の交付の条件は、別表６の左欄に掲げる当該補助金の右欄に定めるとおりとする。 

 

（交付決定及び額の確定等） 

第 10 条 知事は、第７条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、審査の上、交

付決定及び額の確定を行い、補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 補助対象事業者が県計画に基づく補助対象事業の全部又は一部を実施しなかったときは、

その実施しなかった割合に応じ、全部又は一部を減額して補助金の額を確定する。この場合

において、補助対象期間の末日（９月 30 日）までに廃止又は休止された補助対象系統につい

ては、補助金の額の全部を減額するものとする。ただし、天災その他やむを得ない事情があ

る場合についてはこの限りではない。 

 

（申請の取下げ） 

第 11 条 規則第７条第１項に規定する申請の取下げは、別表５の第３欄に定める書類を当該補

助金の交付決定通知を受けた日から 10 日以内に提出して行うものとする。 

 

（補助金の交付請求） 

第 12 条 補助事業者が補助金の交付を請求しようとするときは、別表５の第４欄に定める書類

を、知事に提出するものとする。 

 

第３章 車両減価償却費等補助金 

 

（補助対象事業者） 

第13条 補助対象事業者は、第４条の基準に適合する補助対象事業を行う乗合バス事業者とする。 

 

（補助対象事業の基準） 

第14条 補助対象事業は、県計画に記載された補助対象系統を運行するために必要な車両の取得

であって、次の各号に掲げる基準に適合するものとする。 

（１）補助対象経費は別表３に定める要件に適合する補助対象購入車両減価償却費及び当該購入

に係る金融費用の合計額とする。 

（２）補助対象経費の額は、別表４に定めるところにより算出するものとする。 

 



（県計画の策定） 

第15条 県協議会は、乗合バス事業者から提出された次の事項を記載した車両取得計画を集約し、

地域住民の生活のために取得が必要と認められる車両取得であるか協議の上、第５条第１項に

掲げる事項に車両取得計画を加えて、県計画を策定するものとする。 

（１）車両の取得に係る目的・必要性 

（２）車両の取得に係る定量的な目標・効果 

（３）車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者 

（４）地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者とその負担額 

（５）車両取得に係る市町村協議会における協議の状況 

 

（県計画の変更） 

第16条 乗合バス事業者は、県協議会に提出した車両取得計画を変更しようとするときは、前条

各号の内容を記載した車両取得計画変更計画を当該変更を行う30日前までに県協議会に提出す

るものとする。 

２ 県協議会は、乗合バス事業者から提出された変更計画を協議の上、県計画を変更する。 

 

（交付の申請） 

第17条 規則第３条に規定する申請書及び関係書類並びにこれらの書類の提出する期限は、別表

５の第２欄に定めるとおりする。 

 

（交付決定及び額の確定等） 

第 18 条 知事は、第 17 条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、審査の上、交

付決定及び額の確定を行い、補助対象事業者に通知するものとする。 

 

（準用規定） 

第19条 第３条、第８条、第９条、第11条及び第12条の規定は、本章において準用する。 

 

附  則 

この要綱は、平成23年度予算から施行する。 

 

附  則 

この要綱の改正は、平成 25 年度予算から施行する。 

 

附  則 

この要綱の改正は、平成 28 年度予算から施行する。 

 

附  則 

この要綱の改正は、平成 30 年度予算から施行する。 

 

附  則 
（施行期日） 

第１条 この要綱の改正は、令和２年度予算から施行する。 



 

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた特例） 

第２条 知事は、令和２年度予算に限り、第２条及び第13条に規定する補助対象事業者に対し、

第７条、第10条第1項、第17条及び第18条の規定に関わらず、この条から附則第７条に定めると

ころにより、予算の範囲内において補助金を交付することができるものとする。 

２ 知事は、当分の間、第２条及び第13条に規定する補助対象事業者に対し、第５条第２項、第

６条第１項及び別表１の規定に関わらず、附則第８条から附則第10条に定めるところにより、

予算の範囲内において補助金を交付することができるものとする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第３条 規則第３条に規定する申請は様式第12号又は様式第13号によるものとし、提出する期限は

別に定めるものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第４条 知事は、附則第３条の規定により提出された申請書を審査の上、これを正当と認めるとき

は、補助金の交付の決定を行い、補助対象事業者に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第５条 規則第12条の実績報告書は、様式第14号又は様式第15号によるものとし、提出する期限は

別に定めるものとする。 

 

（補助金の交付） 

第６条 知事は、規則第12条による補助金の額の確定後、補助金を交付するものとする。ただし、

知事が必要があると認めるときは、交付決定額の２分の１を限度に概算払により補助金の交付

をすることができる。 

２ 補助対象事業者が補助金の交付を請求しようとするときは、補助金交付請求書（様式第16号又

は様式第17号）を知事に提出するものとする。 

３ 補助対象事業者が補助金の概算払を受けようとするときは、概算払請求書（様式第18号又は

様式第19号）を知事に提出するものとする。 

 
（事業着手） 

第７条 補助金の交付決定を受けようとする者は、交付決定前に補助事業に着手できないものと
する。ただし、やむを得ない事由により、補助金の交付決定前に事業を実施しようとする場合
は、着手前に知事に届出を行うこと。 

２ 知事は、補助対象事業者からの系統別計画の提出をもって前項に規定する事前着手の届出が
なされたとみなし、国土交通大臣が県計画を認定したことをもって事前着手を承認したものと
する。 

 

（系統別計画の提出） 

第８条 乗合バス事業者は系統別計画を、補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の６

月30日までに県協議会に提出するものとする。 

 

（系統別計画の変更） 



第９条 乗合バス事業者は、新型コロナウイルス感染症の影響による輸送人員減少等に伴い、系

統別計画を変更する場合について、第６条第１項の規定によらず、運行開始後に連絡を行うと

ともに、第７条の補助金交付申請（令和２年度予算においては、附則第５条の実績報告）の際

に報告することとする。 

なお、乗合バス事業者の希望により、第６条第１項の規定による事務を行う場合はこの限り

ではない。 

さらに、第６条第１項の規定による事務を行う場合においても、事後の提出を可能とする。 

 
（輸送量要件） 

第10条 別表１「補助対象事業の基準」の補助対象事業の基準「ホ」の「過去に２ヶ年度連続し

て１日当たりの実績輸送量が１５人未満又は１５０人超ではないもの。」について、令和２年

度における実績輸送量が、新型コロナウイルス感染症の影響による輸送人員減少等により１５

人未満となっても、これにより、令和４年度及び令和５年度の県計画において補助対象外とす

ることはない。 

 

附  則 
（施行期日） 

第１条 この要綱の改正は、令和３年３月１日から施行する。 

 

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた特例） 

第２条 令和２年度及び令和３年度事業において、国土交通大臣の認定を受けた県計画に係る地

域間幹線系統確保維持費補助金については、第４条第２号の規定に関わらず、別表２の「１（４）」、

「１（５）」、「２（４）」及び「２（５）」は適用しないものとする。 

 

２ 前項の規定に基づき補助金の交付を受けようとする場合において、補助対象事業者は、別表

５の第２欄の規定に関わらず、様式第20号による申請書を知事の指定する日までに提出しなけ

ればならない。なお、すでに別表５の第２欄に規定する関係書類を提出している補助対象事業

者は、当該関係書類の添付は要しない。 

 

附  則 

この要綱の改正は、令和４年２月 28 日から施行する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別表１ 地域公共交通確保維持事業 （地域間幹線系統確保維持関係） 

補助対象事業者 補助対象経費 補助事業の基準 補助率 

一般乗合旅客自動

車運送事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象系統に係る

補助対象経常費

用の見込額と経常収

益の見込額との差額

であって、別表２に定

めるところにより算

出される経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県協議会が定めた県計画に確保又は維持が必要とし

て掲載された運行系統の運行のうち、次のイからト

の全てに適合するもの。ただし、県計画策定時において新

規に開設する系統（開設から１事業年度未満のもの又は既

存の系統から２０％以上経路を変更して運行をするものを

含む。）等、補助を受けようとする年度の前々 年度の実績

のないもの（以下「新規系統等」という。）にあっては、

次項による。 

 イ 道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号）

第３条の３第１号に規定する路線定期運行に係るもの。 

ロ 複数市町村にまたがるもの。ただし、この要件の成 

  否は、平成１３年３月３１日における市町村の状態に 

  応じて決定するものとする。 

ハ 次のいずれかの需要に対応して設定されるもの 

  ・国要綱別表３に定める広域行政圏の中心市町村への需

要 

  ・県庁所在地への需要 

  ・上記以外の市町村であって、総合病院等医療機関、学

校等の公共施設、商業施設等が存在するなど、広域行政

圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備されていると

県協議会が認めたものへの需要 

ニ １日当たりの計画運行回数が３回以上のもの。ただ 

し、県協議会が認めた場合は、平日１日当たりの計画運

行回数が３回以上のものとする。 

ホ 次式によって算出される補助対象期間の１日当たりの

輸送量が１５人～１５０人と見込まれるもの。ただし、

過去２ヶ年度連続して１日当たりの実績輸送量が１５人

未満又は１５０人超であったものを除く。 

   計画平均乗車密度 × 計画運行回数 

へ 補助対象期間に、当該系統の運行によって得る経常収

益の見込額（新設系統等の場合は経常収益の実績額）が

同期間の当該系統の補助対象経常費用の見込額（新設系

統等の場合は経常費用の実績額）に達していないもの。

ただし、過去２ヶ年度連続して経常収益が経常費用を超

えた系統を除く。 

ト 補助対象期間の末日（９月３０日）において引き続き

運行される予定のものであること。（補助対象期間の途

中に補助対象系統の合併、分割その他の再編を行う場合

にあっては、あらかじめ県計画の変更を経たうえで、再

編を行う日までに国要綱第８条の規定による認定又は変

１／２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



更の認定を受けて実施する場合に限り、同一の補助対象

系統が補助対象期間中継続して運行しているものとして

取り扱う。） 

２ 新規系統等にあっては、県協議会が定めた県計画に確保

又は維持が必要として掲載された運行系統の運行

のうち、前項イからハ、へ及びト並びに次のチ及びリの全

てに適合するもの。 

チ 補助対象期間における１日当たりの運行回数実績が３

回以上のものとする。ただし、県協議会が認めた場合は

、平日１日当たりの運行回数実績が３回以上のものとす

る。 

リ 次式によって算出される補助対象期間におけ

る１日当たりの実績輸送量が15人～150人であ

るものとする。 

平均乗車密度×運行回数 

 

（注） 

１．「計画平均乗車密度」とは、次式によって算出された数値をいう。（小数点第１位まで算出。

第２位以下切り捨て。） 

 「計画平均乗車密度」＝「計画運送収入」÷「計画実車走行キロ」÷「平均賃率」 

  なお、新設系統等の場合の「平均乗車密度」は、次式によって算出された数値をいう。（小

数点第１位まで算出。第２位以下切り捨て。） 

「平均乗車密度」＝「運送収入」÷「実車走行キロ」÷「平均賃率」 

２．「計画運送収入」は、同一の補助対象系統として取り扱われる既存の運行系統の実績値があ

る場合は、当該運行系統の実車走行キロ当たり運送収入の実績値に計画実車走行キロを乗じ

て算出する。ただし、実績値がない場合は、県計画に記載された補助対象系統の経常収益の

見込額と当該運行系統の補助対象期間における実車走行キロ当たり運送収入の実績値に実車

走行キロを乗じて算出した額のいずれか多い額とする。 

３．「平均賃率」とは、次式によって算出された数値をいう。（銭単位まで算出。銭未満切り捨

て。） 「平均賃率」＝「停留所相互間総運賃額」÷「停留所相互間総キロ」 

 なお、補助対象期間中に運賃改定が予定されている場合は、次式によって算出することとする。 

「平均賃率」＝（「運賃改定前適用の平均賃率×日数」＋「運賃改定後適用の平均賃率×日数」） 

÷「総適用日数」 



別表２ 地域公共交通確保維持事業 （地域間幹線系統確保維持関係） 

補助対象経費の算出方法 

１ 補助対象経費の算出方法は、次のとおりとする。ただし、新規系統等については、次項によるものとする。 

（１）補助対象経費の額は、次のとおりとする。 

補助対象経常費用の見込額と経常収益の見込額との差額とする。ただし、補助対象経常費用の見込額の９／

２０に相当する額を限度とする。（補助対象期間中に補助対象系統の合併・分割その他の再編が予定されてい

る場合は、再編前後の運行予定日数に応じて算出した額の合計額とする。） 

（２）補助対象経常費用の見込額は、次式によって算出する。 

当該補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用の見込額 × 当該補助対象系統の計画実車走行キロ 

     ただし、実車走行キロ当たり経常費用の見込額が、地域キロ当たり標準経常費用を上回る場合は、次式によ

って算出する。 

    地域キロ当たり標準経常費用 × 当該補助対象系統の計画実車走行キロ 

（３）経常収益の見込額は、次式によって算出する。 

当該補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益の見込額 × 当該補助対象系統の計画実車走行キロ 

（４）補助対象系統が他の系統と競合し、その競合区間のキロ程の合計が当該補助対象系統の５０％以上である場

合にあっては、当該競合系統の輸送量の和が１日当たり１５０人を超えるものに係る補助対象経費の額 

は、次式により計算された額とする。 

  当該補助対象系統の補助対象経常費用の見込額と経常収益の見込額との差額× 

                        当該補助対象系統の総キロ程－競合区間に係るキロ程 

                              当該補助対象系統の総キロ程 

（５）補助対象経費の額は、平均乗車密度の見込数値が５人未満の補助対象系統については、当該系統の輸送量を

５人で除した数値（端数切り捨て）を運行回数とみなした場合の当該運行回数分に相当する額とする。 

 

２ 新規系統等に係る補助対象経費の算出方法は、次のとおりとする。 

（１）補助対象経費の額は、次のとおりとする。 

補助対象経常費用と経常収益の差額とする。ただし、補助対象経常費用の９／２０に相当する額を限度と

する。 

（２）補助対象経常費用の額は、次式によって算出する。 

 当該補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用の見込額 × 当該補助対象系統の実車走行キロ 

    ただし、実車走行キロ当たり経常費用の見込額が、地域キロ当たり標準経常費用を上回る場合は、次式によ

って算出する。 

   地域キロ当たり標準経常費用 × 当該補助対象系統の実車走行キロ 

（３）経常収益の額は、次式によって算出する。 

当該補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益 × 当該補助対象系統の実車走行キロ 

実車走行キロ当たり経常収益は、補助対象期間における当該補助対象系統実車走行キロ当たり経常収益の 

実績額とする。 

なお、県計画に記載された当該補助対象系統の実車走行キロ当たりの経常収益の見込額が補助対象期間に 

おける当該補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益を上回る場合には、県計画に記載された当該補助系 

統の実車走行キロ当たりの経常収益の見込額を当該補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益とする。 

（４）補助対象系統が他の系統と競合し、その競合区間のキロ程の合計が当該補助対象系統の５０％以上である場

合にあっては、当該競合系統の輸送量の和が１日当たり１５０人を超えるものに係る補助対象経費の額 

は、次式により計算された額とする。 



  当該補助対象系統の補助対象経常費用と経常収益との差額× 

                        当該補助対象系統の総キロ程－競合区間に係るキロ程 

                              当該補助対象系統の総キロ程 

（５）補助対象経費の額は、補助対象期間における乗車密度の数値が５人未満の補助対象系統については、補助対

象期間における当該系統の輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）を運行回数とみなした場合の当該運行回

数分に相当する額とする。 

（注） 

１．「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用」とは、補助対象事業者の基準期間（※１）

を含む過去３年間（※３）における乗合バス事業の経常費用を実車走行キロの実績値で除し

た１キロメートル当たりの経常費用を平均して得られた額をいう。 

  

２．「地域キロ当たり標準経常費用」とは、乗合バス事業の運賃原価算定基準により算定された

基準年度（※２）を含む過去３年間（※３）における乗合バス事業の標準原価に基づき算出

される地方民営乗合バス事業者の長野県を含む地域の実車走行キロ１キロメートル当たりの

標準経常費用を平均して得られた額をいう。 

  

３．「「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」とは、補助対象事業者の基準期間（※１）を含む過去３年

間（※３）における補助対象系統の経常収益を実車走行キロの実績値で除した１キロメートル当たりの経常収益

を平均して得られた額をいう。 

                                                            

                                      

 

（※１）基準期間とは、補助対象期間（１０月１日～翌９月末日）の前々 補助対象期間をいう。 

（※２）基準年度とは、補助金の交付を受けようとする会計年度（４月1日～翌３月末日）の前々 会々計年度を 

いう。 

（※３）過去３年間とは、基準期間又は基準年度を最終年度とする連続した過去３年間をいう。 



別表３ 地域公共交通確保維持事業 （車両減価償却費等関係） 

補助対象事業者 補助対象経費 補助事業の基準 補助率 

第２章の事業を行

う一般乗合旅客自

動車運送事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象購入車両減

価償却費及び当該購

入に係る金融費用の

合計額（リース車両の

場合は、これに相当す

る額）であって、別表

４に定めるところに

より算出される経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画に取得が必要として掲載された補助対象車両の取得

のうち、次のイからニの全てに適合する車両（新車に限る。

）。 

イ 補助対象期間中に新たに購入等を行うもの。ただし、前

年度までに購入等を行い、第３章による補助金の交付を受

けている車両にあっては、耐用年数省令別表第一に規定す

る乗合自動車の耐用年数を満了するまでの間、引き続き補

助対象とすることができる。 

ロ 主として第２章の補助対象系統の運行の用に供するも

の。 

ハ 地上から床面までの地上高が６５センチメートル以下、

かつ定員１１人以上の車両であって、次のいずれかに該当

するもの。 

 ① ノンステップ型車両（スロープ又はリフト付き） 

 ② ワンステップ型車両（スロープ又はリフト付き） 

 ③ 小型車両（①及び②の類型に属さない、長さ７メート

ル以下かつ定員２９人以下の車両） 

ニ ノンステップ型車両にあっては、原則として、標準仕様

ノンステップバス認定要領（平成２２年６月４日付け国自

技第４９号）に基づく認定を受けたもの。なお、標準仕様

ノンステップバス認定要領に基づく認定を受けた車両以

外の車両を購入しようとする場合は、事前に知事にその理

由を記載した書類を提出しなければならない。 

１／２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表４ 地域公共交通確保維持事業 （車両減価償却費等関係） 

補助対象経費の算出方法 

１．補助対象経費の額は、補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る補助対象金融費用の合計額（リース車

両の場合は、これに相当する額）とする。 

２．補助対象購入車両減価償却費に係る車両費の額（車両本体及び第２章の補助対象系統の運行に必要な附属品の

価格の合計）は、１両につき次のイ又はロのいずれか少ない額を限度とする。 

  イ 車両の種別により、次のいずれかの額（それぞれ消費税及び地方消費税を除く。）。 

   ・ノンステップ型車両：１，５００万円 

   ・ワンステップ型車両：１，３００万円 

   ・小型車両     ：１，２００万円 

  ロ 実費購入予定費（消費税及び地方消費税を除く。）から備忘価額として１円を控除した額。 

３．補助対象減価償却費は、耐用年数省令第３条又は第５条に規定する償却率に基づき次式により計算した額と、

補助対象事業者が任意に設定した償却率に基づき算出した額のいずれか低い方の額を限度とする。（リース車両

についても同様の取扱いとする。） 

  補助対象購入減価償却費に係る車両費の見込額× 

                    当該車両の償却率×補助対象期間中に使用する予定の月数 

                                １２（月） 

４．補助対象金融費用は、年２．５％を上限とする。（リース車両についても同様の取扱いとする。） 

５．特別償却制度の適用を受ける場合にあっては、３で算出した限度額に、特別償却額を加えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表５ 

第１欄 

第２欄 

第３欄 第４欄 
申請書 関係書類 

提 出 

期 限 

 

地域間幹線

系統確保維

持費補助金 

 

地域間

幹線系

統確保

維持費

補助金

交付申

請書 

（様式

第１号） 

 

１ 運行系統別輸送実績及び平均乗車

密度算定表（様式第２号） 

２ 補助対象期間に係る旅客自動車運

送事業等報告規則（昭和39年運輸省令

第21号）第２条第２項に規定する事業

報告書（車両減価償却費等補助金に係

る補助対象経費を除いて作成したも

の）及びこれに関連する必要な事項を

記載した書類 

３ 当該運行系統の時刻表 

４ 当該運行系統と他の路線バス事業

者の運行系統との関係を表示した地

図（以下「地図」という。） 

 

別に

定め

る。 

 

地域間幹

線系統確

保維持費

補助金交

付申請取

下書 

（様式第

３号） 

 

地域間幹

線系統確

保維持費

補助金交

付請求書 

（様式第

４号） 

 

車両減価償 

却費等補助 

金 

 

車両減

価償却

費等補

助金交

付申請

書 

（様式

第７号） 

 

１ 補助対象購入車両減価償却費及び

購入に係る金融費用の根拠となる書

類 

２ 標準仕様ノンステップバスを購入

した場合は、標準仕様ノンステップバ

ス認定要領に定める認定書の写し 

３ 低床型車両でノンステップ型のも

ののうち、標準仕様ノンステップバス

以外のものについて補助を受けよう

とする場合は、その理由を記載した書

類 

４ 移動等円滑化のために必要な旅客

施設又は車両等の構造及び設備に関

する基準を定める省令（平成18年国土

交通省令第111号）第43条に基づく適

用除外車両の認定を受けた車両にあ

っては、認定書の写し 

５ 自動車登録事項等証明書の写し 

６ バス車両の主要部分の写真 

７ 車両購入後の乗合バス事業用車両

の状況を示す書類（車両数及び平均車

齢） 

 

別に

定め

る。 

（３

につ

いて

は車

両購

入前

の別

に定

める

日と

する。

） 

 

車両減価

償却費等

補助金交

付申請取

下書 

（様式第

８号） 

 

車両減価

償却費等

補助金交

付請求書 

（様式第

９号） 



別表６ 

左   欄 右              欄 

 

地域間幹線系統確

保維持費補助金 

 

 

１ 交付を受けた補助金については、地域間幹線系統の維持の目的に従って

、効率的な運用を図ること。 

 

２ 補助事業の内容を著しく変更しようとするときは、地域間幹線系統確保

維持費補助事業変更承認申請書（様式第５号）を知事に提出して、その承

認を得ること。ただし、補助対象経費の20パーセント以内の軽微な増減が

生じる場合を除く。 

 

３ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、地域間幹線系統確保

維持費補助事業中止（廃止）承認申請書(様式第６号)を知事に提出して、

その承認を得ること。 

 

４ 地域間幹線系統に該当しなくなった場合において、知事が指示したとき

は、その指示するところにより補助金の全部又は一部を返納すること。 

 

５ 補助金に係る経理について、他の経理と明確に区別した帳簿を備え、そ

の収支状況を明らかにしておくこと。 

 

６ ５の帳簿及び補助金の経理に係る証拠書類は、補助金の交付を受けた

日の属する会計年度の終了後５年間保存すること。 

 

車両減価償却費等

補助金 

 

１ 補助事業の内容を著しく変更しようとするときは、車両減価償却費等補

助事業変更承認申請書（様式第10号）を知事に提出して、その承認を得る

こと。ただし、補助対象経費の20パーセント以内の軽微な増減が生じる場

合を除く。 

 

２ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、車両減価償却費等補

助事業中止（廃止）承認申請書（様式第11号）を知事に提出して、その承

認を得ること。 

 

３ 地域間幹線系統に該当しなくなった場合において、知事が指示したとき

は、その指示するところにより補助金の全部又は一部を返納すること。 

 

４ 補助金に係る経理について、他の経理と明確に区別した帳簿を備え、そ

の収支状況を明らかにしておくこと。 

 

５ ４の帳簿及び補助金の経理に係る証拠書類は、補助金の交付を受けた日

の属する会計年度の終了後５年間保存すること。 

 


